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1．はじめに

　2015 年 12 月にパリで開催された国連気候変動枠
組条約（UNFCCC）第 21 回締約国会議（COP21）
において，2020 年以降の温室効果ガス排出削減枠
組み・目標となるパリ協定が合意された．そして，
2016 年 11 月 4 日に発効した．我が国も 2016 年 11
月 8 日に署名し，12 月 8 日に締約国に加わった．
パリ協定は，先進国と途上国という隔てなく，ほぼ
すべての国が温室効果ガス排出削減に取り組む法的
拘束力を有する国際枠組ができたという点で画期的
なものと言える．2021 年 11 月には，COVID-19 の
影響により 1 年遅れとなった第 26 回締約国会議

（COP26）が英国グラスゴーで開催された．パリ協
定の詳細ルールの策定の内，先送りされていた協定
6 条に関する市場メカニズムに関連したルールの策
定もようやく合意を得た．また，世界の平均気温の
上昇を 1.5℃に抑える努力を追求することを決意す
ると合意し，排出削減対策が取られていない石炭火
力発電の段階的な削減の努力を加速する，ともした．
このように，国際的に気候変動への強力なる対応要
請が，国際的に醸成されてきた．
　このような国際状況の下，日本政府も気候変動対
策を強化してきた．COP21 の決議において，各国
に長期戦略の策定・提出を求めたため，日本政府も，
2019 年 6 月に「パリ協定に基づく成長戦略として
の長期戦略」を策定し，そこでは「21 世紀後半の
できるだけ早い時期に実質ゼロ排出を目指す」とし，
UNFCCC に提出した 1）．これは，パリ協定長期目
標である，① 2℃を十分に下回る水準，② 1.5℃未
満を追求，③ 21 世紀後半には実質ゼロを満たす目
標として策定されたものである．しかしながら，そ
の後，1.5℃未満という目標を追求すべきとする国
際的な高まりを受ける形で，2020 年 10 月には，菅

首相が所信表明演説で「2050 年カーボンニュート
ラル，脱炭素社会の実現を目指す」と宣言した．そ
して，2020 年 12 月に経済産業省が中心になって，「グ
リーン成長戦略」を策定した 2）．米国では 2021 年 1
月にバイデン氏が大統領に就任した．バイデン政権
は世界各国に 2030 年目標の引き上げを要請した．
日本政府は，2021 年 4 月には，2030 年の温室効果
ガス排出削減目標を 2013 年度比 26％減から，46％
減，更に 50％減の高みを目指すと深堀を行った．
2021 年 10 月には，第 6 次エネルギー基本計画 3）が
閣議決定され，また，地球温暖化対策計画 4），および，
パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略 5）に
ついても改定し閣議決定された．
　2002 年に施行されたエネルギー政策基本法にお
いて，エネルギーの需給に関する施策の長期的，総
合的かつ計画的な推進を図るため，エネルギーの需
給に関する基本的な計画（エネルギー基本計画）を
定めなければならないとされている．そして，少な
くとも 3 年ごとに計画の見直しを行うこととされて
おり，これに基づいて，第 6 次エネルギー基本計画
も策定，閣議決定がなされたものである．本稿では，
このような状況で決定された，第 6 次エネルギー基
本計画について解説する．

2．エネルギー基本計画の構成

　図 1 に，第 6 次エネルギー基本計画の構成を示す．
気候変動問題に対する対応の重要性が増したため，
2050 年についても明示的に記載がなされた点は，
第 5 次エネルギー基本計画と比較しても新しい．
　冒頭の第 1 章では，東京電力福島第一原子力発電
所事故を含む東日本大震災から 10 年を迎え，東京
電力福島第一原子力発電所事故の経験，反省と教訓
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造の抱える課題の克服という，大きな二つの視点を
掲げ，これらを踏まえつつ，2050 年カーボンニュー
トラルに向けた長期展望と，それを踏まえた 2030
年に向けた政策対応により構成し，今後のエネル
ギー政策の進むべき道筋を示すものとしている．

3．2050年を見据えたエネルギー

　気候変動対応のため，大幅な排出削減を進めるこ
とは必須である．また，累積 CO2 排出量と気温上
昇との間には線形に近い関係性があるため，気温安
定化のためにはその時点で世界の CO2 排出の実質
ゼロが求められることから，カーボンニュートラル
の実現を目指すことは必要である．一方で，特に排
出をゼロに近づけるような対策は，排出削減費用の
大幅な増大を招く可能性もある．排出削減に伴う気
候変動影響低減の便益の不確実性は大きいこともあ
り，どの程度の気温上昇レベルでの抑制を目指すべ
きかは科学的には必ずしも明確ではない．2050 年
カーボンニュートラルは，1.5℃に対応するものと
されているが，1.5℃未満や 2050 年でのカーボン
ニュートラルが望ましいかどうかは科学的には不透
明なままである．あくまで国内外において政治的な
意思，希望を示したものである．2021 年 5 月に成
立した「改正地球温暖化対策推進法」では，2050
年カーボンニュートラルを基本理念として位置づけ
られた．ただ，2050 年カーボンニュートラルは長
期ビジョンであり，その実現への道程は，費用便益
的な検証を繰り返し，それに基づいて進められるべ
きであろう．
3.1　2050年のエネルギーの方向性
　エネルギー基本計画では，2050 年カーボンニュー
トラルが達成された社会におけるエネルギー需給構
造として以下のような対策の方向性を挙げている．
・	徹底した省エネルギーによるエネルギー消費効率

の改善に加え，脱炭素電源により電力部門は脱炭
素化され，その脱炭素化された電源により，非電
力部門において電化可能な分野は電化される．

・	産業部門においては，水素還元製鉄，CO2 吸収型
コンクリート，CO2 回収型セメント，人工光合成
などの実用化により脱炭素化が進展する．一方で，
高温の熱需要など電化が困難な部門では，水素，
合成メタン，バイオマスなどを活用しながら，脱
炭素化が進展する．

・	民生部門では，電化が進展するとともに，再生可
能エネルギー熱や水素，合成メタンなどの活用に
より脱炭素化が進展する．

を肝に銘じて取り組むことが，エネルギー政策の原
点としている．
　エネルギー政策を進める上の大原則としての，安
全性（Safety）を前提とした上で，エネルギーの安
定供給（Energy Security）を第一とし，経済効率
性の向上（Economic Efficiency）による低コストで
のエネルギー供給を実現し，同時に，環境への適合

（Environment）を図る，S ＋ 3E の視点の重要性は
従来と何ら変わりはない，としている．その上で，
第 5 次エネルギー基本計画からの情勢変化として，
気候変動問題への対応と，日本のエネルギー需給構

図 1　第 6 次エネルギー基本計画の構成
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3.2　複数のシナリオの重要性
　エネルギー基本計画では，2050 年カーボンニュー
トラルについて，EU や英国でも特定のシナリオを
目標として定めることなく，カーボンニュートラル
に向けた様々な可能性，選択肢を追求する道筋を描
いていると指摘している．電力分野においても，単
一のエネルギー源に頼るシナリオではなく，複数の
エネルギー源を組み合わせてカーボンニュートラル
に向かうシナリオを描いている．2050 年という様々
な不確実性の先にある未来に対しては，様々な選択
肢を用意し，様々な可能性に備えるといった各国の
姿勢も参考にしながら，日本も 2050 年に向けた道
筋を描く必要がある，としている．
　気候変動に関する政府間パネル IPCC の 1.5℃特
別報告書（SR15）7）でも，多くのシナリオを 4 つの
カテゴリーに分類して，1.5℃（2050 年カーボン
ニュートラル）達成のシナリオを提示している．こ
こでは，Low Energy Demand（LED）シナリオも
提示されており，これは，CCUS（CO2 Capture,
Utilization and Storage）への依拠がほとんどなく，
CDR（Carbon Dioxide Removal）としては植林のみ
に依拠というシナリオであり，大きな省エネと再エ
ネ依拠が強いシナリオである．しかし，SR15 では
このカテゴリーに分類されるシナリオは 1 つしかな
かった．残るシナリオはすべて，CCUS，CDR に依
拠するシナリオである．なお，最新の IPCC 第 6 次
評価報告書 8）でも，カーボンニュートラル達成の
ためには，負排出を実現する CDR の必要性が強調
されている．
　図4は，RITEによる日本の2050年カーボンニュー
トラルの複数のシナリオ例である．2021 年 5 月に
エネルギー基本計画の議論に資するよう，総合資源
エネルギー調査会基本政策分科会にシナリオ提示を
行った 6）．将来の技術想定の見通しをモデル分析の
前提条件の違いとして想定し，その上で，費用最小
となる 2050 年カーボンニュートラルの対策を導出

・	運輸部門では，EV や FCV の導入拡大とともに，
CO2 を活用した合成燃料の活用により，脱炭素化
が進展する．

・	各部門においては省エネルギーや脱炭素化が進展
するものの，CO2 の排出が避けられない分野も存
在し，それらの分野からの排出に対しては，
DACCS（Direct Air Carbon Capture and Storage）
や BECCS（Bio-Energy with Carbon Capture and
Storage），森林吸収源などにより CO2 が除去され
る．
カーボンニュートラル達成の対応策を，図 2 には

一次エネルギー供給側 6）で，図3では最終エネルギー
消費側で示す（図 2 は著者作成）．
　そして，カーボンニュートラルへのハードルは世
界各国で共通する要素も多く，このハードルを乗り
越える道筋をいち早く見いだすことが世界のカーボ
ンニュートラルへの取組をリードすることにもつな
がる．従来の発想を転換し，積極的にカーボンニュー
トラルへ向けた取組を行うことで，産業構造や社会
経済の変革を産み出し，次なる大きな成長につなげ
る「経済と環境の好循環」を作っていくことが求め
られるとしている．
　ただし，製造業の世界の拠点は，欧米ではなく，
新興国で大きくなってきている．世界の大多数の国
が，同様にカーボンニュートラルに本当に取り組む
ならば，この「経済と環境の好循環」を日本が享受
することは可能かもしれないが，楽観視はできない．
気候変動問題の本質は，共有地の悲劇問題である構
造は，変わることがないことを認識しておく必要が
ある．そのため，ある程度の柔軟性を持ちながら，
カーボンニュートラルを目指すことが重要である．

図 3　�カーボンニュートラルに向けた対応概要：最終エネル
ギー消費

図 2　�カーボンニュートラルに向けた対応概要：一次エネル
ギー供給 6）
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ベーションの余地も限られることから，2050 年カー
ボンニュートラル以上に難しい目標とも考えられ
る．
4.1　省エネルギー
　省エネルギーは引き続き，主要な CO2 排出削減
対策と言える．2018 年に省エネ法が改正され，複
数の事業者が連携した省エネルギー取組を国が認定
し，評価可能とする連携省エネルギー計画制度を創
設するとともに，貨物輸送事業者・荷主・荷物の荷
受側の連携強化によって貨物輸送の更なる省エネル
ギーを促進するための荷主の定義の見直し等の措置
を講じた．2019 年には建築物省エネ法改正により，
建築物における省エネルギー基準適合義務対象を拡
大するとともに，小規模建築物・住宅における省エ
ネルギー基準適合に係る施主への説明義務化，さら
には住宅トップランナー制度の対象拡大等を措置し
た．これら制度見直しを通じ，更なる省エネルギー
の取組が進むことが期待されるとしている．
　一方，野村 10）が指摘しているように，相対的な
エネルギー価格上昇に伴って，競争劣後となり，製
造業の衰退，海外移転によって，表面上は国内で省
エネが進展しているように見えているだけの可能性
もある．今後，46％減という厳しい排出減の対策の
下で，一層，見かけ上だけの省エネが進展し，世界
全体では排出削減につながらない，更に競争力維持
のため，エネルギーコスト上昇を補うために，賃金
を抑制することで労働生産性を向上させるという状
況となるのは避ける必要があり，慎重な政策が求め
られる．
4.2　需要サイドの対策
　現行省エネ法では，国内での化石エネルギーの使
用を合理化・効率化することを目的としており，太
陽光由来等の電気や，バイオマス，水素・アンモニ
ア等の非化石エネルギーの使用は合理化の対象外と
なっている．他方，例えば水素・アンモニアなどは
当面，海外から調達することとなるため，これらを
含む非化石エネルギーの使用も合理化することで，
2050 年カーボンニュートラルの実現だけでなく，
エネルギーの安定供給の確保や経済性の向上にもつ
ながる．このため，エネルギー基本計画では，現行
省エネ法の「エネルギー」の定義を見直し，非化石
エネルギーを含む全てのエネルギーの使用を合理化
の対象とし，総合的なエネルギー消費効率の向上を
目指すとされた．
　変動性再生可能エネルギーを増大させていくに
は，電力需要の柔軟な変化を促すことも重要である．

したものである．図 4 には，2021 年 5 月に提示し
たシナリオに加え，1.5℃を世界全体で費用最小化
で実現するシナリオ（このとき，日本国内では
2050 年カーボンニュートラルとはならず，63％減
程度となり，残余排出は，海外の CDR でオフセッ
トすることが経済合理的），合成メタン等，合成燃
料の活用拡大ケースも追加したものである 9）．費用
効率的にカーボンニュートラルを達成するため，ま
たカーボンニュートラル達成の確度を高めるには，
様々なカーボンニュートラル対策の組み合わせが重
要である．一方，それぞれの技術は，技術進展の見
通しや社会的な制約の強度など，様々で大きな不確
実性が存在している．課題を認識しつつ，幅広いシ
ナリオを認識し，一方で，全体最適の視点をもって，
カーボンニュートラル達成を目指す必要がある．
　カーボンニュートラルに向けて，省エネ，再エネ
拡大は必須であるが，CCUS，CDR 等の活用も含め，

「あらゆる選択肢を追求」することは重要であり，
そのような方針がエネルギー基本計画でも記載され
た．

4．2030年に向けた政策対応

　温室効果ガス排出削減目標について，2030 年に
2013 年度比 46％削減，さらに 50％削減の高みを目
指して挑戦するとされた．従来の日本の政策決定プ
ロセスでは，対策の積み上げを行った上で，結果と
しての推計される排出削減量を排出削減目標として
設定してきたが，今回は，先に 46％減が政治的に
決定され，それに合致するようなエネルギー対策を
検討することとなった．2030 年までは，8 年ほどし
かなく，短い期間に大幅なエネルギー転換が必要で
ある．エネルギー供給インフラは，長期の寿命を有
するものも多くストックの入れ替えには時間を要す
るし，寿命前の入れ替えを進めるとアセットが棄損
し，より大きな費用を要することとなる．またイノ

図 4　日本の 2050 年カーボンニュートラルの複数のシナリオ
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算結果として、いずれのシナリオも想定上限一杯の活用が経済合理的となっている。

・「海外ｸﾚｼﾞｯﾄ活用ｹｰｽ」は海
外排出削減ｸﾚｼﾞｯﾄでｵﾌｾｯﾄ
・それ以外のケースでは国内
での負排出技術でｵﾌｾｯﾄ
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状を正面から真摯に受け止め，原子力の社会的信頼
の獲得に向けて，最大限の努力と取組を継続して行
わなければならない，とされた．
4.5　その他の対策：水素・アンモニア
　その他，化石エネルギーの対策も含め，エネルギー
基本計画には，様々な対策の方針も記載されている．
本稿では，水素・アンモニアについてのみ触れてお
く．
　カーボンニュートラルを達成するためには，水素
の供給コスト削減と，多様な分野における需要創出
を一体的に進める必要がある．そのために，現在一
般的な水素ステーションにおいて，100 円／ Nm3

で販売されている水素の供給コストを，2030 年に
30 円／ Nm3（CIF 価格），2050 年には 20 円／ Nm3

以下に低減し，長期的には化石燃料と同等程度の水
準までコストを低減することを目指すとされた．同
時に，現在約 200 万 t ／年と推計される水素供給量
を 2030 年に最大 300 万 t ／年，2050 年に 2,000 万 t
／年程度に拡大することを目指すとしている．
　他方，燃料アンモニアについては，複数の発電事
業者が 2030 年までの燃料アンモニアの火力発電へ
の混焼を計画しているなど，2030 年時点では年間
300 万 t（水素換算約 50 万 t）規模，2050 年には年
間約 3,000 万 t（同約 500 万 t）の国内需要を見込んだ．
こうした活用拡大に向けては，市場価格の高騰を防
ぎつつ安定的に必要量を確保することが重要とな
る．そのため，燃料アンモニアの調達，生産，輸送・
貯蔵，利用，ファイナンス等において，コスト低減
を図るとともに，必要な燃料アンモニアを安定的に
供給できる体制を構築することで，2030 年には，
Nm3 当たり 10 円台後半（熱量等価水素換算）での
供給を目指すとされた．
4.6　2030年のエネルギー需給見通し
　省エネルギーについては，最終エネルギー消費で
6,200 万 kL 程度の省エネの実施を見込み，2030 年
度のエネルギー需要は 280 百万 kL 程度と見込まれ
た．このエネルギー需要を満たす一次エネルギー供
給としては，430 百万 kL 程度を見込み，その内訳は，
石油等を 31％程度，再生可能エネルギーを 22 ～
23％程度，天然ガスを 18％程度，石炭を 19％程度，
原子力を 9 ～ 10％程度，水素・アンモニアを 1％程
度とされた．
　電力の需給構造については，経済成長や電化率の
向上等による電力需要の増加要因が予想されるが，
徹底した省エネルギーの推進により，2030 年度の
電力需要は 8,640 億 kWh 程度，総発電電力量は 9,340

他方，現行の省エネ法では，夏冬の昼間の電気需要
平準化を一律に需要家に求めており，需給状況に応
じて柔軟に需要を創出・削減する枠組みとはなって
いない．このため，供給サイドの変動に応じて需要
を最適化する枠組みの構築を進めていくともされ
た．また，蓄電池等の導入・普及を拡大させる政策
の方向性についても記載されている．
4.3　再生可能エネルギー
　再エネは，世界的には発電コストが急速に低減し，
他の電源と比べてもコスト競争力のある電源となっ
てきており，導入量が急増してきた．我が国におい
ても，2012年7月のFIT制度の導入以降，10％であっ
た再エネ比率は 2019 年度には 18％にまで拡大した．
導入容量は再エネ全体で世界第 6 位となり，再エネ
の発電電力量の伸びは，2012 年以降，約 3 倍に増
加するというペースで，欧州や世界平均を大きく上
回る等，再エネの導入は着実に進展している．特に，
平地面積当たりの太陽光の導入容量は世界一となっ
ている．
　エネルギー政策の原則である S ＋ 3E を大前提に，
電力部門の脱炭素化に向け，再エネの主力電源化を
徹底し，再エネに最優先の原則で取り組み，国民負
担の抑制と地域との共生を図りながら最大限の導入
を促す．具体的には，地域と共生する形での適地確
保や事業実施，コスト低減，系統制約の克服，規制
の合理化，研究開発などを着実に進め，電力システ
ム全体での安定供給を確保しつつ，導入拡大を図っ
ていくとされた．
　他方，再エネの導入拡大に伴い，再エネ賦課金は
2021 年度において既に 2.7 兆円に達すると想定され
るなど，今後，国民負担を抑制しつつ導入拡大との
両立を図っていく必要がある．このため，再エネの
コストを他の電源と比較して競争力ある水準まで低
減させ，自立的に導入が進む状態を早期に実現して
いく．また，再エネの自立化に向けたステップとし
て，電力市場における需給の状況に応じた行動を再
エネ発電事業者が自ら取ることを促していくことも
重要である．このため，再エネの早期の自立化に向
けて，コスト低減や電力市場への統合を積極的に進
めていく，とされた．
4.4　原子力
　原子力については依然として，国民の間に不安感
が存在し，また原子力政策を推進してきた政府・事
業者に対する不信感・反発が存在し，原子力に対す
る社会的な信頼は十分に獲得されていないと指摘さ
れている．その上で，政府や事業者は，こうした現
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電源構成において，水素・アンモニアによる発電と
して 1％程度を新たに見込んだ．

5．おわりに

　第 5 次エネルギー基本計画以降，気候変動問題へ
の対応の要請が強まる中，第 6 次エネルギー基本計
画が策定された．しかし 2021 年 10 月の閣議決定以
降のエネルギーを取り巻く動向の変化も急激であ
る．2022 年 2 月に，ロシアによるウクライナ侵略
が行われ，執筆時点でも戦争が継続している．化石
燃料価格が高騰し，世界のエネルギー市場が混乱し
ている．ドイツは，脱原発，脱石炭の政策を進め，
再エネ拡大とともに，移行期においては天然ガス活
用を目指し，ロシアからのガスパイプラインである

億 kWh 程度と見込まれた（図 5）．
その上で，電力供給部門については，S ＋ 3E の

原則を大前提に，徹底した省エネの推進，また再エ
ネの最大限導入に向け，再エネ最優先の原則での取
り組み，安定供給を大前提にできる限りの化石電源
比率の引き下げと火力発電の脱炭素化，原発依存度
の可能な限りの低減といった方針が記載された．
　再エネについては，足下の導入状況や認定状況を
踏まえつつ，各省の施策強化による最大限の新規案
件形成を見込むことにより，3,130 億 kWh 程度の実
現を目指すとした．その上で，2030 年度の 46％削
減に向けては，もう一段の施策強化等に取り組むこ
ととし，その施策強化等の効果が実現した場合の野
心的なものとして，合計 3,360 ～ 3,530 億 kWh 程度
の導入，電源構成では36～38％程度を見込む．なお，
この水準は上限やキャップではなく，今後，現時点
で想定できないような取組が進み，早期にこれらの
水準に到達し，再エネの導入量が増える場合には，
更なる高みを目指すとされた．再エネの導入拡大に
当たっては，適地の確保や地域との共生，系統制約
の克服，コスト低減などの課題があり，これに着実
に対応するため，関係省庁が一体となって取り組む
とされた．
　原子力発電については，CO2 の排出削減に貢献す
る電源として，いかなる事情よりも安全性を全てに
優先させ，国民の懸念の解消に全力を挙げる前提の
下，原子力発電所の安全性については，原子力規制
委員会の専門的な判断に委ね，原子力規制委員会に
より世界で最も厳しい水準の規制基準に適合すると
認められた場合には，その判断を尊重し原子力発電
所の再稼働を進め，国も前面に立ち，立地自治体等
関係者の理解と協力を得るよう取り組み，電源構成
ではこれまでのエネルギーミックスで示した 20 ～
22％程度を見込むとした．
　火力発電については，再エネの更なる最大限の導
入に取り組む中で，当面は引き続き主要な供給力及
び再エネの調整力として活用しつつ，非化石電源の
導入状況を踏まえながら，安定供給確保を大前提に，
非効率石炭のフェードアウトといった取組を進め，
火力発電の比率をできる限り引き下げるとされた．
その上で，適切な火力ポートフォリオを維持し，電
源構成では LNG 火力は 20％程度，石炭火力は 19％
程度，石油火力等は最後の砦として必要最小限の
2％程度を見込むものとした．
　さらに，今後の重要なエネルギー源として期待さ
れる水素・アンモニアの社会実装を加速させるため， 図 5　2030 年の電力需要と電源構成の目安
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ノルドストリーム2の活用を目指していた．しかし，
方針転換を余儀なくされ，3E のバランスに苦慮し
ている．ロシアのウクライナ侵略を受け，世界にお
いて，改めて，エネルギー安定供給・安全保障の重
要性が浮き彫りになった．また，2022 年 1 ～ 3 月
にかけて電力需給がタイトになった．特に 2022 年
3 月 22 日には，3 月 16 日に起こった福島沖地震に
よる電源脱落に加え，気温の低下，曇天が加わり，
電力需要の増大，太陽光発電等も低位の出力となり，
東京，東北エリアで深刻な電力需給逼迫となった．
第 6 次エネルギー基本計画では，S ＋ 3E の重要性，
気候変動対応の下でも，エネルギー安定供給を第一
に考えるべきとのスタンスをとっており，この大き
な情勢変化の下でも即座に修正しなければならない
ようなものとはなっていないと考えられる．長期的
には気候変動対策の重要性は変わらないと考えられ
る一方で，エネルギーを取り巻く多くの新たな課題
が起こってきており，迅速に分析を行い，より適切
なエネルギー政策をとっていくことが求められてい
る．
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